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「都市鉄道のシステム選択のあり方」 

 
１．調査の背景と目的 
 
我が国の鉄軌道系システムは、普通鉄道のほか小型鉄道、モノレール、新交通システム

等様々なものが開発・整備されており、都市内交通として高速性、定時性、輸送効率性等

において優れた機能を有している。 
一方、地球規模の環境問題や高齢化社会の進展への対応等の社会的ニーズを踏まえると、

誰もが利用しやすく、社会的効果が大きい、まちづくりと整合した交通システム整備が求

められている。 
このような背景を踏まえると、今後の鉄軌道系システム整備に際しては、地域の都市交

通体系の中で求められる役割・機能等をこれまで以上に考慮した上で、適切なシステムを

選択していく必要がある。 
しかし、これらの鉄軌道系システムの選択に際しては、全てのシステムを対象として選

択するような評価方法がなく、必ずしも統一した評価基準で選択されていないのが現状で

あり、選択したシステムが地域にとって必ずしも最適なシステムになっていない可能性も

あると考えられる。 
そこで本調査では、鉄軌道系システムの現状、事例調査、特性整理を行った上で、シス

テム選択のプロセスと評価手法について検討を行い、計画の構想段階において自治体担当

者等がシステム選択を行う際の検討手法を取りまとめた。 
なお、本調査における検討対象システムは、都市内における鉄軌道系システムである。 

 
２．調査の項目とフローチャート 
 
本調査の調査項目と調査手順は以下の通りである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 調査の全体構成 

 

1.鉄軌道系システムの現状 
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4.システム選択のプロセスと評価手法

5.ケーススタディ 

6.まとめと今後の課題の整理
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３．鉄軌道系システムの現状 
 
（１）鉄軌道系システムの整備状況 
我が国では急激なモータリゼーションの進展を背景として、昭和 30 年代以降多くの路
面電車が廃止され、都市内交通において自動車利用優先の政策が進められた。同時に昭和

30 年代後半から大都市部への人口集中を背景とした大量の通勤輸送への対応等から大都
市で多くの地下鉄が建設された。昭和 50年代に入るとモノレールや新交通システム等自動
車交通と分離して道路空間へ導入する軌道系システムの建設が進められてきた。 
近年では建設費が低廉で一般道路の走行も可能なガイドウェイバス（デュアルモードシ

ステム）や、博覧会地区へのアクセス路線として磁気浮上式システムの運行が開始される

など、新しいタイプのシステムも導入されてきている。 
一方、海外では 1970 年代後半頃からＬＲＴが都市再生の装置として復活し、着実にそ
の導入事例が増えている。 
本調査では、高性能車両・部分立体化・公共交通優先信号導入等により路面電車の性能

を高め、まちづくりと一体的にその機能を発揮させるとともに、低騒音化やホームと車両

床面の段差解消等よる誰にでも使いやすい都市交通システムを“ＬＲＴ”と呼ぶこととす

る。 
 
（２）補助制度の現状 
都市内における鉄軌道系システムの補助制度については、システムの整備・促進という

社会的要請に応じて各種の制度が設けられてきた。現行の補助制度の概要は以下のとおり

である。 
路面電車の整備に関しては 1997年度に走行路面や停留場に対する補助制度が創設され、

2005 年度からはレールや車庫等に対する補助制度が導入される予定となっているなど制
度の拡充が進められている。 
 

表－１ 補助制度等の概要 

創設年度 制 度 主たる対象システム 対象事業者 

1962 
地下高速鉄道整備事業 普通鉄道等 公営（札幌市、仙台市等） 

準公営（埼玉高速鉄道㈱等） 
東京地下鉄㈱ 

1972 貸付線及譲渡線建設費等
利子補給金 

普通鉄道等 ＪＲ各社、民鉄事業者 

1973 ニュータウン鉄道等整備
事業 

普通鉄道等（ニュータウン鉄
道及び空港アクセス鉄道） 

横浜市、旧都市基盤整備公団、中部国
際空港連絡鉄道(株)等 

1974 モノレール道等整備事業 都市モノレール、新交通シス
テム等 

地方公共団体（道路管理者） 

1991 都市鉄道整備費無利子貸
付金 

普通鉄道等 旧日本鉄道建設公団、東京地下鉄㈱ 

1997 路面電車走行空間改築事
業 

路面電車 地方公共団体（道路管理者） 

1997 
拡充 

都市再生交通拠点整備事
業 

路面電車 地方公共団体、民間 

2001 公共交通移動円滑化設備
整備事業 

路面電車 鉄軌道事業者 

2005 ＬＲＴシステム整備費補
助（予定） 

路面電車 鉄軌道事業者 
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４．鉄軌道系システムの事例調査 
 
ここでは、システム選定経緯からシステム選択に際しての評価項目と選択理由を明らか

にするために事例調査を実施した。対象とした路線は小型鉄道、モノレール、新交通シス

テム、ガイドウェイバスの 10路線である。普通鉄道については輸送力が他のシステムの 2
倍程度あり、システム選択において他のシステムとあまり競合しないと考えられることか

ら、事例調査では対象外とした。調査の結果､以下のような点が明らかになった。 
 
（１）複数システムの比較検討の有無 
機種選定経緯を見ると、調査した 10 路線の中で 4 システム以上の機種を比較検討して

いる路線は南港ポートタウン線と仙台地下鉄東西線のみであり、その他の路線は 2～3 シス

テムの比較あるいは 1 システムに限定した検討となっており、必ずしも幅広い選択肢から

の比較・検討とはなっていない状況である。 

 例えば神戸市海岸線では既存地下鉄と比較してリニア地下鉄を採用しているが、モノレ

ールや新交通システムと比較した記述は見当たらず、大阪高速鉄道では当初からモノレー

ルに限定した中で跨座式と懸垂式の比較を実施するにとどまっている。 
 
（２）システム選択の評価項目と選択理由 
システム選択の評価項目については輸送力と建設費を挙げている路線が多く、次いで路

線計画の柔軟性、維持管理、環境への影響、導入実績などが重視されている。しかし、多

様な観点からの評価項目について評価している事例は少なく、路線により評価項目に偏り

が見られる。 
また、同じような機能が求められている場合でもモノレールと新交通システムなどシス

テム特性が非常に類似したシステムを比較する場合には､地域の状況に応じて、評価の視点

が異なっている。 
例えば、モノレールを選択した大阪高速鉄道と千葉都市モノレールを比べると、前者は

建設費や保守を重視し跨座式を選択しているのに対し、後者は現地工期が短いことや低騒

音対策がしやすいことを重視し懸垂式を選択している。また、ゆりかもめと沖縄都市モノ

レールはモノレールと新交通システムを比較しているが、前者が自動運転できることを重

視して新交通システムを選択しているのに対し、後者は沿線環境・道路・河川等への影響

が少ないという点でモノレールを選択している。 
このように、システム選択に際して評価する項目は必ずしも統一された基準で設定され

ているわけではなく､その選択理由も地域の状況により異なっているのが現状である。 
 
５．鉄軌道系システムの特性整理 
 
システム選択にあたってはシステムの基本的特性を把握しておくことが重要である。こ

こでは「最高速度」「輸送力」「導入空間」及び「建設費」等のシステム特性を把握・整理

した。 
 各システム間には表－２に示すように「輸送力」や「建設費」等において差異が見られ

るが、モノレール、新交通システム、ＨＳＳＴについては、「輸送力」「最小曲線半径」「最

急勾配」及び「建設費」等において類似点が多く見られる。小型鉄道は断面が小さく普通
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鉄道より建設費を安くできるといわれているが、既存事例では整備時期が新しく地下深い

位置に整備されているため割高な建設費となっている。また、高架整備を想定すればモノ

レール等と同程度の建設費と見込まれ、モノレール等と良く似た特性を有していることが

わかる。 
 

表－２ システム特性の比較 

対象 

システム 
普通鉄道 小型鉄道 モノレール

新交通 

システム
ＨＳＳＴ

ガイド

ウェイ

バス 

路面電車 ＬＲＴ 

①輸送力 
（千人／時） 

27～68 18～36 9～28 11～16 11～22 2～10 2～7 4～14 

②導入空間（m） 約 9～10 約７～８ 

③最高速度 
（km/h） 

76 70 69 60 100 60 40 
（併用軌道） 

60～120 
（海外導 
入実績）

④最小曲線半径 
（m） 

160 100 100 100 100 100 11 
20 
（海外導 
入実績）

⑤最急勾配（‰） 35 60 60 60 60 60 40 
100 
（海外導 
入実績）

⑥建設費 
（億円／km） 

200～300 
（地下鉄） 

120 90 120 60 20～30 
20～80 
（海外導 
入実績）

注 1）本調査では車両幅が 3ｍ程度の鉄道を普通鉄道、2.5ｍ程度の鉄道を小型鉄道とした 
注 2）小型鉄道のデータは全てリニア方式のものである 
注 3）①輸送力は一定の条件に基づく試算値（下記の表参照） 
注 4）②導入空間は高架の場合における一般部躯体幅であり、必要道路幅と異なる 
注 5）③最高速度は本調査における特性を整理した対象路線の実績値の平均 
注 6）③路面電車の最高速度は新設軌道では鉄道に関する技術上の基準を定める省令第 103条を準用 
注 7）④最小曲線半径と⑤最急勾配は制度上の規定値 
注 8）⑥建設費には用地費、車両費を含む 
＊対象路線： 
普通鉄道（地下鉄）：6事業者 10路線 札幌市交通局（東西線等）仙台市交通局（南北線）等 
小型鉄道（地下鉄）：3事業者 3路線 大阪市交通局（長堀鶴見緑地線）神戸市交通局（海岸線）等 
モノレール：7事業者 9路線 東京モノレール（羽田線）多摩都市モノレール（多摩都市モノレール線）等 
新交通システム：8事業者 9路線 ゆりかもめ（東京臨海新交通臨海線）埼玉新都市交通（伊奈線）等 
ＨＳＳＴ：1事業者 1路線 愛知高速交通（東部丘陵線） 
ガイドウェイバス：1事業者 1路線 名古屋ガイドウェイバス（ガイドウェイバス志段味線） 
路面電車：7事業者 7路線 札幌市交通局（一条・山鼻軌道線）京福電鉄（嵐山軌道線）等 

編成数（両） 輸送力（千人／時）  
最小 最大 

定員 
（人／両）

混雑率 
（％） 

運行本数 
（本／時） 最小 最大 

普通鉄道 4 10 150 150 30 27 68 
小型鉄道 4 8 100 150 30 18 36 
モノレール 2 6 105 150 30 9 28 
新交通 4 6 60 150 30 11 16 
ＨＳＳＴ 3 6 80 150 30 11 22 
ガイドウェイ 
バス 

1 1 80 100 30～120 2 10 

路面電車 12ｍ車両 30ｍ車両 50～150 150 30 2 7 
ＬＲＴ 20ｍ車両 50ｍ車両 80～300 150 30 4 14 
※ 1 ガイドウェイバスの混雑率はバスの輸送力算定における混雑率に準拠し 100％とした 
※ 2 ガイドウェイバスの運行本数の最大値 120本/時はガイドウェイバスシステムの基本仕様（旧建設省 
土木研究所）による 
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６．システム選択のプロセスと評価手法 
システム選択に関する手法の基本的考え方とプロセス及び評価手法を以下に示す。 
システム選択の検討は、公共交通システム導入の構想段階の位置付けとなるため、幅広

く導入の可能性を捉える必要があるが、本調査における検討手順では、複数想定されるシ

ステムとルートの組み合わせの中から、システム毎にルートを 1ルートに限定して検討を
行っている。したがって、本検討により対象システムが絞られた段階では、既往の鉄軌道

システムの事業評価マニュアルにより、複数のルート案について詳細な評価検討を行って

いくものとする。 
 
（１）システム選択手法の基本的考え方 
 
①検討対象システムの客観的抽出 
適用可能な補助制度などにとらわれず、既存の鉄軌道系システムなどの活用も視野

に入れ、導入目的と整合したシステムを幅広く検討する。 
 

②多様な観点からの効果による評価 
交通事業としての事業採算性だけでなく、多様な観点から評価を行うこととする。

その際、「公共事業評価の考え方（国土交通省：平成 14年 8月）」等を踏まえ、これま
で十分考慮されてこなかったまちづくりへの貢献などの内容も評価項目とする。 

 
③地域の実状を踏まえた総合的な評価 
総合評価に関しては、行政の政策判断によるところが大きいため、地域社会全体の

効果に加え、合意形成や財政状況等地域の実状も踏まえて判断する。その際、評価項

目は、地域のニーズにより異なってくるため、評価項目の重点のおき方は地域で判断

するものとする。また、事業採算性や費用対便益などの定量的評価項目は、社会経済

状況の変化等による感度分析も踏まえて幅広く捉え評価する必要がある。 
図－２にそのフローを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－２ 総合的な評価のフロー 

 
（２）システム選択のプロセス 
システム選択における評価は、以下の４つのプロセスで行うものとする。 
 
 

 
地域社会 

全体の効果 

事業効率 
社会経済状況の

変化等も踏まえ

た感度分析 

地域の実状を踏まえた 
総合的な評価

地域社会全体の効果から

システムを相対的に評価 利用者への効果 

社会的効果 

実施環境 
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図－３ 評価のプロセス 

 
①都市政策の目標とシステム導入方針の整理（Ａ） 
システム選択に際しては、まちづくりの目標を明確化することが重要であり、まち

づくりの目標によって同じ投資規模でも選ばれるシステムは異なってくる点に留意が

必要である。 
例えば、同じ都市においても、都心部の道路空間を歩行者や公共交通を優先する空

間とし、自動車交通の抑制を前提にシステムを導入するのか、道路空間は従来通り自

動車利用を前提としてシステムを導入するのか、によって導入するシステムも異なっ

てくる。 
したがって、都市政策の目標を整理した上で、地域のまちづくりや交通体系と整合

したシステム導入方針を整理する必要がある。 
 

自動車交通の抑制を前提としてシステムを導入するイメージ例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                       出典）NIKKEI ARCHITECTURE 

図－４ まちづくりのイメージ（例） 

 

Ｂ．システム代替案の抽出 
 システム特性や望まれる役割等を踏まえ導入システム候補を抽出する。 

Ｃ．システム代替案毎の整備計画の検討 
 機種、ルート、既存交通との接続方法、運行レベルなどから概略の事業費及び事業採算性等システムの

整備計画を検討する。 
 ・路線計画 ・需要予測 ・事業費 ・事業採算性 ・費用対便益分析 ・整備効果（定量、定性）

Ａ．都市政策の目標とシステム導入方針の整理 
 自治体におけるまちづくりや都市交通について、その政策目標、現況の問題点、将来の課題、交通体系

の整備方針などを整理する。 

Ｄ．システム代替案の評価 
 利用者及び地域社会から見て望ましいシステムを事業効率，利用者への効果，社会的効果から相対的に

評価する。 
 上記評価に加え、実施環境等も踏まえた地域の実状に応じた総合的な評価を行い、システムを選定する。
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②システム代替案の抽出（Ｂ） 
ここでは、ステップＡの“都市政策の目標とシステム導入方針の整理”を踏まえ、

検討対象とするシステム代替案の抽出を行う。 
システム代替案抽出に際しては、システム特性を十分把握し、求められる機能や役

割などと比較しながら対象システムを幅広くリストアップすることが重要である。抽

出におけるシステム特性は､輸送力をチェックした上で、地域において特に重視すべ

き特性とそれ以外の特性を分けて検討する。 
特に重視すべき特性としては例えば導入空間等が挙げられるが、対候性（例えば氷

雪に強い）や景観性（観光都市に相応しい）等についても地域によっては特に重視す

べき特性となる場合がある。 
その他の特性としては、速達性・生活環境への影響・路線計画に対する柔軟性（最

小曲線半径・最急勾配）等が挙げられる。 
 
③システム代替案毎の整備計画の検討（Ｃ） 
ステップＢで抽出されたシステム代替案について、路線計画、概算事業費、サービ

ス水準、需要予測、費用便益分析や事業採算性の検討を行う。その際、検討の前提条

件の変化による感度分析も踏まえた検討を行うことが重要である。なお、各検討項目

はそれぞれ関連しており、例えばサービス水準の運賃体系の設定により、需要予測値

も変化するので注意が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－５ システム代替案の検討項目 

 
④システム代替案の評価（Ｄ） 
ステップＡ～Ｃの内容を踏まえ、以下Ｄ1～Ｄ４の手順で評価を行う。 

 
 
 
 
 
 

図－６ システム代替案評価フロー 

Ｄ３．評価点のシステム比較 

Ｄ４．総合評価 

Ｄ２．評価指標の計測と評価点の算出

Ｄ１．評価項目と評価指標の整理 

Ｃ４．需要予測 
・人口フレーム ・発生集中交通量 ・分布交通量 ・機関別交通量 ・路線別需要量

Ｃ３．サービス水準の検討 
・運行計画、運賃体系、乗り継ぎ条件 等 

Ｃ１．路線計画の検討 
・ルート、導入空間、駅位置・車庫位置、接続条件 等 

Ｃ２．概算事業費の算出 
・土木費、用地費、車両費 等 

Ｃ５．費用便益分析・事業採算性の検討 
・費用便益分析 ・事業採算性（損益収支・資金収支） 
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（３）評価手法 
①評価項目と評価指標の整理（Ｄ１） 
「公共事業評価の考え方」等を踏まえたシステム選択における評価体系（大・中項

目）を図－７に示す。小項目については、概ね図に示すものを標準とし、評価指標に

ついては、システムの導入方針に応じて地域で判断して設定する。その際、費用便益

分析とのダブルカウントの可能性についても整理し、明示する。 
 

 ［ 大項目 ］  ［ 中項目 ］  ［ 小項目（例） ］  

利用者への効果 利便性  移動時間の短縮  
定時性・安定性の確保  

財政状況  
実施環境  事業の実行性  地域同意  

費用対便益  
事業採算性  

社会的効果 まちづくり  まちの賑わい創出  
都市拠点整備の支援  
景観性  

観光・文化の振興  

災害時移動手段の確保  
移動の安全性向上  安全  

上位計画等との関連  事業の成立性  

地球環境の変化  
生活環境の変化  環境  

周辺交通への影響  地域交通  
モビリティの確保  

関連法規  

他事業との関連  

快適性  乗り心地  
乗降環境  

乗り継ぎ利便性  

開放感  

事業効率 

 
 

図－７ 評価体系 

 
②評価指標の計測と評価点の算出（Ｄ２） 
利用者及び地域社会から見て望ましいシステムを評価するという観点から、実施環

境を除く大項目について、地域で設定した小項目毎の評価指標を定量的・定性的に整

理し、評価指標のランキングにより評価点を算出する。ここで、実施環境に関しては、

現実的な制約条件等地域の実情に関わる内容となるため、ランキングによる評価点は

つけず、定性的な整理により総合評価の中で勘案するものとする。 
〔定量的な評価指標のランキングの考え方〕 
費用対便益・事業採算性・時間短縮等の定量的な評価指標は、定量的数値の絶対値

を比較評価するものとする。 
 
評価点 評価基準 評価コメント 

5 定量的指標が××以上 
4 定量的指標が××以上～××未満 
3 定量的指標が××以上～××未満 
2 定量的指標が××以上～××未満 
1 定量的指標が××以下 

 

 

システム導入方針に

応じて地域で設定 
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〔定性的な評価指標のランキングの考え方〕 
定時性・乗り心地・まちの賑わい創出・生活環境の変化等の定性的指標については、

評価指標毎に以下のようなランキングを行い評価点をつける。 
 
評価点 評価基準 評価コメント 

5 効果が見込まれる  ：（＋＋） 
4 効果がやや見込まれる：（＋） 
3 現状と変わらない（影響なし）：（０） 
2 現状よりやや悪化する（やや悪影響がある）：（－） 
1 現状より悪化する（悪影響がある）：（－－） 

 

 
③システム間の評価点の比較（Ｄ３） 
利用者、地域社会から見て望ましいシステムの観点から、「事業効率」、「利用者への

効果」、「社会的効果」の 3つの大項目の評価項目について、各代替案（システム間）
の評価点を比較整理する。その際、評価点の合計値のみならず、中項目レベルの評価

点でシステム間の効果を比較する。 
 

表－３ ランキングによる評価点のシステム比較 

ランキングによる評価点 
大項目 中項目 小項目(例) 

代替案１ 代替案２ 代替案３ 

費用対便益     
事業効率 

事業採算性     
利便性     

利用者への効果 
快適性     
まちづくり     
地域交通     
環境     

社会的効果 

安全     
合   計     

 
④総合評価（Ｄ４） 
総合評価に際しては、次の評価表及び、評価の総括表を作成した上で、システム選

択を行うものとする。まず、確立された手法に基づき一定の精度をもった事業効率の

定量的指標については、定量的数値を表－４で整理する。次に、評価点については、

地域ニーズを踏まえて評価項目の重み付け等を行い、表－５を作成し再評価する。重

み付けの方法としては、評価項目の一対比較によるＡＨＰ手法などを用い、小項目の

重み付けで点数化を行う（表－６）。重み付けのアンケートに関しては、自治体の首長

や交通政策担当者等ある程度評価項目の意味が十分理解できる人が望ましい。ただし、

本調査で複数のグループにより重み付けを行なった結果、グループにより重みが異な

ることがわかったため、アンケート対象者によっては重み付けが異なることに留意す

る必要がある。 
さらに、実施環境からの評価については、具体的な点数化は行わないため、各案を

総合的に比較した内容を表－７で整理する。 
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表－４ 事業効率評価指標からの評価【評価表－１】 

評価指標 
項 目 

代替案１ 代替案２ 代替案３ 

需   要    

事 業 費    

総便益    

総費用    

費用便益比    
費用対便益 

純便益    

営業係数 注）    

事業採算性 既存補助制度によ
る自治体負担額 

   

注）補助金・無償資金を投入しない場合の営業費用と営業収入の比率（開業後 40年間） 
 

表－５ 地域社会全体効果からの評価【評価表－２】 

評価点 

代替案１ 代替案２ 代替案３ 
大項目 中項目 

小項目

(例) ﾗﾝｷﾝｸﾞ
による

評価点

重み
重み
付け

評価点

ﾗﾝｷﾝｸﾞ
による

評価点

重み
重み
付け

評価点

ﾗﾝｷﾝｸﾞ 
による 

評価点 

重み 
重み
付け

評価点

費用対便益           
事業効率 

事業採算性           

利便性           利用者への

効果 快適性           

まちづくり           

地域交通           

環境           
社会的効果 

安全           

地域社会全体効果からの評価点          

 
表－６ 重み付けによる評価のイメージ（まちづくりの例） 

大項目 中項目 ランキングによる評点 重み 評価点 

まちづくり Ｒ1 Ｗ1  統合化Ｐ1 
地域交通 Ｒ2 Ｗ2    Ｐ2 
環境 Ｒ3 Ｗ3     Ｐ3 

社会的効果 

安全 Ｒ4 Ｗ4     Ｐ4 
     

中項目 小項目(例) ランキングによる評点 重み 評価点 

まちの賑わい創出 ｒ1 ω1 ｐ1＝ｒ1×ω1 

都市拠点整備の支援 ｒ2 ω2 ｐ2＝ｒ2×ω2 

景観性 ｒ3 ω3 ｐ3＝ｒ3×ω3 
まちづくり 

観光・文化の振興 ｒ4 ω4 ｐ4＝ｒ4×ω4 

小計 Ｗ1 
   







∑
i

ip  

 

Ｐ1＝ｐ

ｐ＝  
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表－７ 実現性からの評価【評価表－３】 

大項目 中項目 小項目(例) 
内容の整理 

（必要に応じて定量的数値も盛り込む） 

実施環境 事業の実行性
地域同意、財政状況等 

住民意向や関連交通事業者との調整の観点からの評価 

財政負担の可能性等からの評価 等 

 事業の成立性 上位計画、他事業との関

連 
交通審議会等での位置付けがなされているかの観点からの評価 

既存の社会基盤との整合性等の観点からの評価 等 

 
 
 
 
 
７．ケーススタディ：堺市における東西鉄軌道整備 
 
鉄軌道系システム選択のケーススタディとして、中量輸送システムが対象と考えられる

堺市における東西鉄軌道整備を取り上げ、評価票の内容と今回検討したシステム選択の検

討手順によりシステム代替案の抽出・評価が行えることを検証した。検討結果は以下のと

おりである。 
 
（１）システムの導入方針の整理とシステム代替案の抽出（Ａ・Ｂステップ） 
堺市のシステム導入に際して、具備すべき要件は、大きく以下の２点である。 
・ 輸送力：最大時間輸送量 5～10千人／時以上を輸送できるシステム 
・ 特に重視すべき特性：既設の高架構造物を避けるため､部分的に地下へ導入する 

     際に有利なシステム 
輸送力の観点からは､普通鉄道は過大であり、ガイドウェイバスは輸送需要に対応する

ための高密度な運転により速度低下を招く恐れがあること等から、両システムを対象外と

した。小型鉄道、モノレール、新交通システム、ＨＳＳＴはシステム特性が類似している

が、ここでは小型鉄道と新交通システムを代表として対象システムとした。導入空間の観

点においても小型鉄道と新交通システムは地下への導入に際しコンパクトな断面形状とな

り､モノレール・ＨＳＳＴに比べて優位性が高い。また、部分的に立体的な導入が前提とな

るため､路面電車は対象とせずＬＲＴという路面電車の性能を高めたシステムを対象とし

た。以上よりシステム代替案は、小型鉄道、新交通システム、ＬＲＴとした。 
 

表－８ システムの導入方針とシステム代替案の抽出 

項  目 内   容 

【都市政策の目標】 
・東西鉄軌道の整備による都心地域へのアクセス性の向上 
（臨海新都心～堺市駅間約 8.3km） 
・環境に優しい公共交通機関の導入による歩行者中心の交通体系へのシフト 

【導入方針】 
・東西方向の交通機能強化と開発プロジェクトの支援・促進 
・臨海新都心の開発支援と都心の活性化 
・南北方向の鉄道との結節 

輸送力 ピーク 1時間あたり 5～10千人 
特に重視す

べき特性 
【導入空間確保の容易性】 部分的に地下・高架への導入が可能なコンパクトな

システム 

システム

が具備す

べき要件 
その他の特

性 
【明確な交通軸形成】 東西方向の交通機能の強化に寄与し、南北方向の鉄

道とのスムーズな乗換えが可能なこと 

代替案の総合評価 

（総合的なコメントも含めた評価の総括表の作成） 
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（２）システム代替案の検討と評価（Ｃ・Ｄステップ） 
 

表－９ 評価のとりまとめ 

システム代替案 
項  目 内   容 

小型鉄道 新交通システム ＬＲＴ 

事業費 総事業費（億円）注 1 1,650   1,500       550   
費用対便益 費用便益比（30年）注 2 1.45   1.57       2.29   

営業係数 （％）注 3 158   133       114   
国 180   190       150   

事業効率評

価指標から

の評価 事業採算性 既存補助制度による
負担額（億円）注 4 地方 350   340       180   
事業効率 注５ 8.2( 4) 12.5( 6)    16.7(8) 
利用者への効果 33.4(22) 32.5(21)    37.5(24) 
社会的効果 26.5(39) 26.5(39)    27.1(42) 

地域社会全体効果 
からの評価 

評価点計 68.1(65) 71.5(66)    81.3(74) 
関 連 法 規 ： システム整備上では、関連法規上の問題はないが、

導入空間によっては現行補助制度が適用できない区

間が生じる。 
実現性からの評価 

上位計画等との関連： 交通審議会でＬＲＴが答申されている。 
注 1）用地費を含む 
注 2）開業後 30年間の費用便益比 
注 3）補助金・無償資金を投入しない場合の営業費用と営業収入の比率（開業後 40年間）（営業費用には減
価償却費を含む） 

注 4）モノレール道等整備事業や地下高速鉄道整備事業費補助を適用した場合の国及び地方負担額（地方負
担額には出資金を含む） 

注 5）（ ）内は重み付けなしの評価点 
 
〔評価のまとめ〕 
事業採算性の観点の営業係数はＬＲＴが最も小さく、投資効果としての費用便益比はＬ

ＲＴだけが 2.0 を超え、事業効率の面ではＬＲＴが有利なシステムである。地域社会全体
効果からの評価点では、ＬＲＴが一番高得点となっており、その内訳で見ても、まちづく

りなどの社会的効果は、他のシステムに比べてバランスの取れた効果が期待できる。実施

環境で見ると、ＬＲＴは一番財政負担が少なく、交通審議会でも位置付けがされている。 
 
８．まとめと今後の課題の整理 
 
本調査では、様々なシステムの中から地域に適したシステムをより客観的に選択できる

手法の検討を行った。これにより、検討対象とするシステム代替案を幅広い観点から抽出

し、多様な評価項目と一定の評価基準に基づく評価を行なった結果、地域の実情を踏まえ

た総合的かつ客観的な評価が行える手法が提案できた。 
しかし、システム選択手法に関しては、堺市でのケーススタディ行っただけであるため、

今後は様々な地域での適用可能性の検証や手法上の問題点等について、さらに検討を進め

ていくことが必要である。 
 


